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データ連携基盤の構築に向けたデータ利活用ルールに関する方向性 

（案） 

 

１． 政策目標 

 

（新たな経済政策パッケージ 2017 年 12 月 8 日閣議決定） 

国・自治体の各行政機関や企業等の民間機関の間で散在するデータをすべて連携

することを目指し、「横断的分野」（位置、時間等）と「固有分野」（農業、インフラ等）双

方について、データ標準や共通語彙基盤（ＩＭＩ）の横断的なデータ活用を推進するた

めの基盤を３年以内に整備することとし、そのためのシステム開発を開始する。並行

して 米国、欧州のデータ連携基盤とのデータ連携を検討 し、日米欧 10 億人のデータ

共通市場を創設することを目指す。 

 

 

 

 

 

 Society 5.0の本格実装に向け、CSTIが司令塔機能を発揮し、データ連携基盤の取組みを推進

 「人工知能」とビッグデータを共有・活用する「データ連携基盤」はSociety 5.0実現のための両輪

※ 欧米は、政府公共データを中心に様々なデータが繋がる仕組みを構築しつつあり、「データ連携大競争時代」が到来
※ 日本は、各省、産業界の取り組むデータベースがバラバラなため、データ連携の仕組みの構築が急務

Society 5.0の本格実装 ～ データ連携基盤の整備～

人工知能
未来投資会議
（平成28年4月）

人工知能技術戦略会議
※人工知能戦略の司令塔

総理指示に基づき設置

 議長：安西祐一郎
（日本学術振興会）

 顧問：久間和生
（CSTI常勤議員）

 事務局：内閣府CSTI（とりまとめ）
総、文、経、厚、農、国

（事業省庁を含めた6省連携に発展拡大）

実施項目
・産業化ロードマップ
・研究開発目標
・人材、制度、振興支援関連等

 CSTIがSIP／PRISMを中核に、分野毎、分野間のビッグデータ連携を推進
 CSTIが司令塔となり、IT戦略本部と連携し、各省、産業界の取組を糾合

農業
データ

自動運転
データ

分野間データ
連携基盤

分野毎
データ基盤

『言葉と意味（＝データ）』を共通化・連結
・欲しいデータがどこにあるか見つけることができる
・分野横断でデータを一括して入手することができる

センサー
データ

その他分野
電子行政
観光
気象
衛星
・・・・

健康・医療・
介護
データ

ものづくり
データ

・物流（2020年に
高速道路でのトラック隊列走行)

・農業（コメの生産費5割削減)

・建設

・インフラ維持管理
(2020年までに
維持管理の
20％高効率化)

・防災・減災

・健康・医療・介護
(2020年からデータ利活用
基盤の本格稼働)

・教育、人材育成
Society5.0
実装イメージ

インフラ・防災
データ

人生100年時代安全・安心 生産性革命

 世界に先駆けて人工知能を搭載し、あらゆる分野のデータが垣根を越えて繋がるデータ連携基盤を構築
 あらゆる分野から融合したビッグデータと人工知能を活用し、安全・安心、生産性革命、人生100年時代に大きく貢献

2017.12.25
CSTI本会議資料

人工知能
を搭載

ビッグデータ
を活用

データ連携基盤

資料１－１ 
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２．データ連携基盤の基本的な整備方針 

 分野共通の コア語彙 、分野ごとの ドメイン共通語彙・固有語彙 やデータ構造を

整備することで、分野横断でのインターオペラビリティ（相互運用性）を可能とする。 

 また、データカタログ（メタデータ）を用い、欲しいデータがどこにあるかを検索で

き、標準 API を介して様々な分野のデータをワンストップで入手 することを可能と

するサービスプラットフォームを構築する。 

 データ活用促進の観点から 、個人情報保護、プライバシーに配慮しつつ も過剰

な保護により、利活用を阻害しないようにバランスをとり、これまでの発想や利害

関係にとらわれない新規サービスを生み出せる制度、ルールを構築する。 

 分野毎のデータ基盤とは、準備が整い次第、順次接続を開始する。 

 

 

３．データ連携基盤の利活用ルールに関する検討事項 

 

（１） データ利用権限のポリシー 

 営業秘密 と整理されるデータ、国家安全保障に関わる等 機微なデータ 、個人情

報を含むデータ 、オープンデータ 等の様々なデータの分野間連携を想定した場

合、様々な利用権限に応じた対応が必要となる。 

 営業秘密（データ）については、ビジネス上は、データ提供者と利用者との間の １

対１での契約を中心に進められている 。 

 個人情報保護、プライバシーへの配慮をしつつも、過度な保護による利活用を阻

害しない多数対多数の分野間連携基盤を推進するにあたってのルール整備が

求められている。 

 

【方向性】 

 オープンデータはフルアクセス（利用者登録不要） 

 利用者を制限すべき情報や機微な情報についてはアクセス制御（利用者登

録要） 

 個人情報を含むデータについては、提供者側で匿名加工済みのデータを扱う、

あるいは、PDS、情報銀行を活用 

 営業秘密データについては、データ連携基盤とは別に、契約プロセスを別途

行った上で、双方のアクセス権を決定し、基盤上でアクセス権を設定・制御 
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（２） データ品質（完全性、正確性、有用性、安全性等）の確保 

 様々な利用者からの利用を想定した場合、データ品質に関するニーズ がある。 

 他方で、より多くのデータを集めるため には、データの提供を妨げるような 評

価をすべきではない 。 

 

【方向性】 

 データを扱う利用者からは、データの品質を正確に知る必要があり、データそ

のものを入手する前に、メタデータに適切な項目でデータ品質が明記 されて

いることが望ましい。 

 一方で、分野毎にメタデータの指標が異なるため、メタデータにも共通的な項

目（作成組織、作成日、最終更新日、ライセンス等）とそれ以外の任意項目を

設けて、今後に作成されるメタデータについては、記述の方向性を示すととも

に、メタデータを登録する仕組みを設けることが必要 。 

 基盤として評価の基準づくりをすることで、それぞれのデータ品質を統一した

基準のもとで表現されることが望ましい 。その上で 評価の活用に関しては、

ユーザー側に任せる べき。 

 

（３） データ提供者へのインセンティブ付与 

 効果的なデータ連携基盤の活用のためには、イノベーションの源泉となる価値

のあるデータをいかにデータ連携基盤に繋げることができるか が重要。 

 そのためには、分野毎の基盤運営者、データ提供者の協力が不可欠 である。 

 一方、メタデータの整備等、データ提供者の負荷が発生するため、メリットがな

いと協力が得られにくい。 

 

【方向性】 

 データ提供者への対価の還元の仕組み作りや、公的資金による研究開発成

果の 1 次データの公開推奨（○年以内、機械判読可なデータ形式で）などの

ルール化 。 

 分野間連携を促進するためには、外部に向かってメリットを発信することや、

データ提供による対価が得られる仕組みの構築が重要。効果が見えやすい

分野間連携の具体的な姿、仕組みを想定し、象徴的な案件で良好事例を作

る 。 

 フォーマットやデータ形式等を標準化は重要であるが、既存のデータに関し

ては利活用の観点から相互運用性が優先され、変換機能の実装など、技術

的に解決されるべき。 
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（４） データ連携基盤を取り巻くエコシステムの形成の促進 

 政府資金に頼らず、持続的に自立して データ連携基盤を運用するため には、

データ連携基盤の維持・管理・保守費用を賄うエコシステムの形成が必要 。 

 

【方向性】 

 データ連携基盤整備のビジョンは、日本の強みであるセンサー／デバイスか

ら吸い上げられるリアルデータをも活用し、政府・産業界のデータ利活用を促

進するサービスプラットフォームとして機能させる 。 

 内閣府が IT 戦略室と協力のもと、司令塔機能を発揮し 、分野間の調整・合意

形成ができる体制を構築する。また、実施にあたっては、SIP、PRISM 等の取

組を活用し、ＰＤＣＡサイクルを回しつつ、効果的な分野間連携ができるところ

から進めるとともに、将来的な基盤運営については、民間連携と拡張を目指

す 。 

 センサー／デバイスなどの ＩｏＴデータ などの、足が速い（変化が多い）分野に

ついては、民間主導により、データ形式等のルール作り がなされることが基本。 

 

 

 


